
　　議　案　第　３５　号

　　令　和　５　年　度

後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

橋　　　　　本　　　　　市



－1－ －2－

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

3 繰 入 金 1,150,540 636 1,151,176

636 2,034,357歳     入     合     計 2,033,721



－4－－3－

地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特     定     財     源 備 考

総 務 費 34,2321 34,868636 636

歳     出     合     計 2,033,721 636 2,034,357 636



－5－ －6－

補正前の額

２　歳　入
 3 繰入金  1 一般会計繰入金  1 一般会計繰入金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

3 繰入金 1,150,540 1,151,176636

1 一般会計繰入金 1,150,540 1,151,176636

職員給与費繰入金 289職員給与費繰入金1 一般会計繰入金 1,150,540 1,151,176 4 289636

                                      （保険年金課）

その他一般会計繰入金 347その他一般会計繰5 347

                                      （保険年金課）入金



－7－ －8－

３　歳　出
 1 総務費  1 総務管理費  1 一般管理費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

1 総務費 34,232 636 34,868 636

1 総務管理費 34,057 636 34,693 636

008601 一般管理人件費1 一般管理費 34,057 636 34,693 636 1報 酬 301 289

                                          （職員課）

    02 給料2給 料 139 139

       職員給 139

    03 職員手当等3職 員 手 当 等 168 128

       時間外勤務手当 10

       期末手当4共 済 費 28 56

       勤勉手当 53

       地域手当 9

    04 共済費 22

       職員共済組合負担金 22

008602 一般管理に要する経費 347

                                      （保険年金課）

    01 報酬 301

       会計年度任用職員報酬 301

    03 職員手当等 40

       会計年度任用職員期末手当 40

    04 共済費 6

       会計年度任用職員社会保険料 6



１　一般職

 （１）総括

（人）

5

5

扶養 通勤 時間外 管理職 期末 勤勉 地域 住居

手当 手当 勤務 手当 手当 手当 手当 手当
手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

120 75 832 3,402 2,129 676

120 75 822 3,306 2,076 667

10 96 53 9

ア　会計年度任用職員以外の職員

（人）

3

3

扶養 通勤 時間外 管理職 期末 勤勉 地域 住居

手当 手当 勤務 手当 手当 手当 手当 手当
手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

120 75 832 2,571 2,129 676

120 75 822 2,515 2,076 667

10 56 53 9

イ　会計年度任用職員

（人）

2

2

扶養 通勤 時間外 管理職 期末 勤勉 地域 住居

手当 手当 勤務 手当 手当 手当 手当 手当
手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

831

791

40

給与費明細書

5,154 807

347

5,614

補 正 後

40

補 正 前

比 較 301 341 6

職
員
手
当
の
内
訳

791 4,813 801

5,9614,323 831

4,022

共済費 合 計

（千円） （千円） （千円）

備 考給 料 職員手当 計
（千円） （千円）

職員数
給 与 費

（千円）

289267 22

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

補 正 後

補 正 前

比 較

比 較

11,134 6,403 17,537 3,872

補 正 前 10,995 6,275 17,270

21,409

（千円） （千円）

共済費

（千円）

計
合 計

備 考

給 与 費

3,850 21,120

区分 報 酬 給 料 職員手当

139 128

区　分

補 正 後

補 正 前

比 較

22,691

22,083

4,679

4,651

（千円）

11,134

10,9954,022

7,234

139

比 較

職
員
手
当
の
内
訳

補 正 後

職員数

区　分

補 正 後

区分 報 酬

計
共済費

（千円）（千円）（千円） （千円） （千円）

合 計
給 与 費

301 168

（千円） （千円）

補 正 後

補 正 前

4,323

608 28

補 正 前

区分 報 酬 給 料 職員手当

7,066

（千円）

職員数
備 考

27,370

26,734

636比 較

－9－



 （２）給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員を除く）

給与改定による増

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

地域手当

備 考

その他の増減分

9

10

増 減 事 由 別 内 訳

（千円）（千円）
区分 説 明

昇給に伴う増加分

制度改正に伴う増減分

増減額

139

その他の増減分

昇給に伴う増加分

給与改定に伴う増減分給料 139

職員手当 128

給与改定による増

56

53

128

－10－



（３）給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員を除く）

ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

3 100

2 66.7

3 100

1 33.3

合計

1 33.3

構成比

（％）

2 66.7

3

2

5

4

1

計

職員数

（人）

1

7

6

66.7

100

級

7

6

5

4

3

100

33.3

2

3

33.3

66.7

3

1

2

1

計

職員数

（人）

1

1

平均給料月額 (円 )

計

7

6

5

4

7

6

5

4

国の制度

一般行政職

324,300

400,960

42 歳 10 月

324,300

362,352

42 歳 0 月

令和 5 年 1 月 1 日

現在

平均給与月額 (円 )

平 均 年 齢 ( 歳 )

平均給料月額 (円 )

2

3 2

2

154,600

185,200

区 分

一般行政職（円）

154,600

185,200

平均給与月額 (円 )

平 均 年 齢 ( 歳 )

令和 5 年 11 月 1 日

現在

２級 １級

高 校 卒

大 学 卒

区 分
一般行政職（円）

区分
級 構成比

（％）

課長補佐 係　長 主　査 副主査 主事・技師一般行政職 理事・部長 参事・課長

令
和
5
年
11
月
1
日
現
在

令
和
5
年
1
月
1
日
現
在

５級 ４級 ３級

一般行政職

区分 ７級 ６級

3
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エ　昇給

代表的な職種

一般行政職

(Ａ) (人) 3 3

(Ｂ) (人) 2 2

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 2 2

５号給 (人)

６号給 (人)

７号給 (人)

８号給 (人)

(％) 66.7 66.7

(Ａ) (人) 3 3

(Ｂ) (人) 2 2

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 2 2

５号給 (人)

６号給 (人)

７号給 (人)

８号給 (人)

(％) 66.7 66.7

オ　期末手当・勤勉手当

6月(月分) 12月(月分)

補正後 2.200 2.300 4.50

補正前 2.200 2.200 4.40

国の制度 2.200 2.300 4.50

有

比率　(Ｂ)／(Ａ)

有

補正前

昇給に係る職員数　

備考

補正後

支給率計(月分)
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

区分

号給数別内訳

号給数別内訳

有

昇給に係る職員数　

職員数

合計区分

比率　(Ｂ)／(Ａ)

支給期別支給率

職員数

－12－



カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

キ　地域手当
市内全域

（％） 6.0
（人） 3
（％） 6.0

ク　その他の手当
区分

扶養手当
住居手当
通勤手当

区分

支給率等 24.586875

24.586875

支 給 対 象 職 員 数
国の指定基準に基づく支給率

国の制度
(支給率等)

同
同
同

国の制度との異同 差異の内容

33.27075 47.709 47.709

47.70947.70933.27075

備考

支 給 対 象 地 域
支 給 率

定年前早期退職特例措置

定年前早期退職特例措置

(2％～20％加算)

(2％～45％加算)

その他の加算措置等
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